自動車賃貸借契約書
	１
	契　約　件　名
	
	

	２
	設置(納入)場所
	
	

	３
	賃貸借期間
	
	令和　　年　　月　　日から
令和　　年　　月　　日まで

	４
	賃　　借　　料
	
	一金　　　　　　　　　　　円

（うち取引きに係る消費税及び地方消費税の額　　　  　円）



５　契 約 保 証 金　　　 一金　　　　　　　　　　　円

　上記の賃貸借について、賃借人　塩竈市（以下「発注者」という。）と賃貸人　　　　　　　　　　　　　　　（以下「受注者」という。）とは、塩竈市契約規則を遵守のうえ当事者間に別添の条項により契約を締結する。
この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印のうえ、各自その１通を保有するものとする。

　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　発　注　者　　塩竈市長　　佐藤　光樹

受　注　者　　住　所

      　 　　　　　  　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　 　氏　名

（賃貸借自動車）

第１条　受注者が発注者に賃貸借する自動車は、賃貸借自動車明細書（以下「明細書等」という。）に記載する自動車とする。

（賃貸借期間）

第２条　受注者は、頭書記載の賃貸借期間中、自動車の使用及び収益を発注者にさせるものとし、発注者は、これに対して賃借料を支払い、及び引渡しを受けた自動車をこの契約が終了したときに返還するものとする。
（賃借料等及びその支払方法）

第３条　発注者が受注者に支払う賃借料は、頭書に記載するとおりとし、発注者は、受注者の業務履行後、受注者の提出する適法な支払請求書を受理した日から３０日以内に受注者が指定する銀行口座に支払うものとする。ただし、支払方法については、仕様書のとおりとする。

（自動車の引渡し）

第４条　受注者は、自動車を賃貸借期間の初日に発注者の指定場所において引き渡すものとする。

２　発注者は、自動車を引受け後直ちに検収を行い、当該検収の完了により自動車の引渡しがあったものとする。

３　自動車の引渡しに係る費用は、受注者の負担とする。

（保　守）

第５条　受注者は、明細書等に定めるもののほか次の各号に掲げる保守を提供しなければならない。

(1) 道路運送車両法(昭和２６年法律第１８５号)第４８条に基づく定期点検整備

(2) 道路運送車両法第６２条に基づく車両継続検査のための点検整備

(3) 消耗品、油脂部品の交換又はオーバーホール

(4)その他保安上必要とされる整備

２　受注者は、前項の規定による保守に要する日数が２日以上である場合は、発注者に代車を提供しなければならない。

(故障修理)

第６条　受注者は、発注者が自動車の故障又は損耗により修理を要すると認める時は、修理を行わなければならない。

２　発注者は、やむを得ず緊急に修理を行う必要があるときは、受注者の指示に従い、修理をすることができる。

３　前２項に掲げる修理に要する費用は、受注者の負担とする。

（自動車の保守管理）

第７条　発注者は、善良なる管理者の注意をもって自動車を維持管理し、関係法令に基づく仕様検を行うものとする。

（禁止行為）

第８条　発注者は、事前の書面による受注者の承諾なくして次の行為をしてはならない。

(1) 自動車の現状の変更

(2) 自動車の常置場所の変更

(3) 自動車の用途の変更

(4) 第三者に対する賃借権の譲渡又は自動車の転賃

(5) 自動車について担保権、賃権の設定等受注者の権利を侵害する一切の行為

（通知義務）

第９条　発注者は、次の事実が生じたときは、直ちに書面により受注者に通知しなければならない。

(1) 自動車が盗難、滅失又は破損したとき。

(2) 自動車の保管又は使用により第三者に侵害を与えたとき。

(3) 発注者の住所及び代表者に変更があったとき。

（第三者に対する損害賠償）

第１０条　発注者は、自動車の保管又は使用に起因する一切の人的、物的損害に対する損害責任を負い、これに伴う一切の費用を負担するものとする。

（自動車の損害の補償）

第１１条　通常の損耗を除き、返還前に生じた自動車の盗難、減失及び損傷による損害は、すべて発注者が負担するものとする。

２　発注者は、前項に規定する損害が発生した場合は、受注者に対して、受注者が別に定める基準に従い損害金を支払うものとする。

（事故処理）

第１２条　発注者は、事故が発生した場合、次に掲げる事項を遵守するものとする。

(1) 法令に定められた処置を行うとともに速やかに受注者に事故報告をし、受注者の指示に従うこと。

(2) 事故に関し、第三者との間に受注者の不利益となる協定等を行わないこと。

(3) 事故の損害額が保険金を超過する時は、その超過額及び保険適用外の損害額は、発注者が負担すること。

２　受注者は、必要に応じ発注者の要請により事故の解決に当たるものとする。
（契約終了時の処理）

第１３条　発注者は、賃貸借期間が満了したときは、直ちに自動車を発注者に常置場所において返還するものとする。

２　発注者は、通常の損耗を除き、自動車の返還時に自動車が損傷、その他により常態と異なると認められる場合には、修理費用を負担するものとする。

３　自動車の返還に要する一切の費用は、受注者の負担とする。

４　賃貸借期間の終了時も引き続き発注者が自動車の賃貸借を希望する場合には、賃貸借期間終了の１ヶ月前までに受注者に申し出るものとし、賃貸借条件は別途協議して定めるものとする。

（契約の解除）

第１４条　発注者は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、この契約を中途で解除できないものとする。

(1) 第４条第２項の検収の結果、不合格とされた場合において、相当の期間を経過しても良品の引渡しがなされない場合　

(2) 契約期間中に他の車種への借換え等が必要になった場合において、合意解約が成立し、相当の合意解約清算金を受注者に支払った場合

(3) 受注者がこの契約に定める義務を履行しない場合

(暴力団等排除に係る解除)

第１５条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。なお、受注者の使用人が受注者の業務として行った行為は、受注者の行為とみなす。

(1) 受注者の役員等(法人の場合は、非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の代表者、その他の団体の場合は、法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人の場合は、その者並びに支配人及び営業所の代表者をいう。以下同じ。)が暴力団による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。)第２条第６号に規定する暴力団員(以下「暴力団員」という。)である場合、又は暴力団員が経営に事実上参加していると認められるとき。

(2) 受注者又は受注者の役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴対法第２条第２号に規定する暴力団(以下「暴力団」という。)、暴力団員又は暴力団、暴力団員に協力し、関与する等これと関わりを持つ者として、警察から通報があった者若しくは警察が確認した者(以下「暴力団関係者」という。)の威力を利用するなどしていると認められるとき。

(3) 受注者又は受注者の役員等が、暴力団、暴力団員若しくは暴力団関係者(以下「暴力団等」という。)又は暴力団等が経営若しくは運営に関与していると認められる法人等に対して、資金等を提供し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。

(4) 受注者又は受注者の役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

(5) 受注者又は受注者の役員等が、暴力団等であることを知りながら、これと取引したり、又は不当に利用していると認められるとき。

（費用の負担）

第１６条　この契約の締結に要する費用は、受注者が負担するものとする。

２　発注者又は受注者は、受注者又は発注者がこの契約に違反した場合は、これにより相手方が支出した一切の費用（弁護士費用を含む）を負担するものとする。

（権利譲渡等）

第１７条　受注者は、この契約上の発注者に対する請求権一切を第三者に譲渡することができる。この場合において、受注者は、事前に発注者に対し書面によりその旨を通知しなければならない。

（その他）

第１８条　契約書及びこの約款に定めのない事項について、またはこの契約の履行について疑義が生じたときには、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定めるものとする。
賃貸借自動車明細書

１　件　　　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　自動車の表示　① eq \o\ad(車種名,　　　　　　　　　　　　)　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　②登　　録　　番　　号　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　③初年度登録年月日　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　④ eq \o\ad(型式・車体番号,　　　　　　　　　　　　)　　　　　　　　　　　
３　 eq \o\ad(賃貸借期間,　　　　　　　　　)　　　　　　年　　月　　日から
　　年　　月　　日まで

４　賃　貸　借　料　　総額　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　円）

　　年度　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税の額を含む）

　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税の額を含む）
　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税の額を含む）
　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税の額を含む）
　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税の額を含む）
　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税の額を含む）
　　　　　　合　　　計

５　支　払　方　法　別紙仕様書のとおり

６　賃貸借に含まれる費用

　　①自動車に係る公租公課費　　　　　　　⑨　　　　　　　　　　
　　②自動車損害賠償責任保険料　　　　　　⑩　　　　　　　　　　
　　③登録費用等諸費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　④定期点検整備費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　⑤車検整備費用　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　
　　⑥一般整備費用　　　　　　　　　　　　　　　　  　  　　　　
　　⑦夏用タイヤ　　　　　　本　　　  　　　　　　　　  　　　　
　　⑧冬用タイヤ　　　　　　本　　　　　  　　　　　 　　   　　
７　 eq \o\ad(その他,　　　　　　　　　)  　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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